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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期 

会計期間 

自 平成15年
  １月１日
至 平成15年
  ６月30日

自 平成16年
  １月１日
至 平成16年
  ６月30日

自 平成17年
  １月１日
至 平成17年
  ６月30日

自 平成15年 
  １月１日 
至 平成15年 
  12月31日 

自 平成16年
  １月１日
至 平成16年
  12月31日

売上高 (百万円) 639,650 648,105 656,605 1,400,301 1,444,225 

経常利益 (百万円) 18,703 36,128 31,925 70,480 95,650 

中間(当期)純利益 (百万円) 8,252 15,462 19,012 23,210 30,595 

純資産額 (百万円) 386,376 407,268 435,658 398,152 417,827 

総資産額 (百万円) 1,270,349 1,254,874 1,234,128 1,244,409 1,250,818 

１株当たり純資産額 (円) 786.44 839.27 897.78 810.19 860.66 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 16.67 31.74 39.18 46.80 62.52 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 15.92 30.78 38.06 44.58 60.64 

自己資本比率 (％) 30.4 32.5 35.3 32.0 33.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 34,892 36,934 36,681 115,358 112,930 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △19,421 △48,923 △27,126 △30,753 △54,850 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △20,193 14,378 △10,139 △88,694 △55,666 

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 11,183 13,799 13,349 11,561 13,657 

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
14,630 

(3,598)

14,042 

(5,012)

14,960 

(4,336)

14,654 

(4,089) 

15,749 

(4,811)

(注) 売上高には消費税等は含まれておりません。 
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(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期 

会計期間 

自 平成15年
  １月１日
至 平成15年
  ６月30日

自 平成16年
  １月１日
至 平成16年
  ６月30日

自 平成17年
  １月１日
至 平成17年
  ６月30日

自 平成15年 
  １月１日 
至 平成15年 
  12月31日 

自 平成16年
  １月１日
至 平成16年
  12月31日

売上高 (百万円) 500,078 501,967 479,432 1,106,977 1,116,360

経常利益 (百万円) 19,968 34,152 26,223 62,838 88,659

中間(当期)純利益 (百万円) 5,848 15,562 14,321 16,379 28,196

資本金 (百万円) 182,531 182,531 182,531 182,531 182,531

発行済株式総数 (千株) 513,585 513,585 513,585 513,585 513,585

純資産額 (百万円) 378,156 395,257 415,893 386,407 403,763

総資産額 (百万円) 1,093,064 1,057,965 996,925 1,077,786 1,038,319

１株当たり純資産額 (円) 769.71 814.51 857.05 786.45 831.88

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 11.81 31.94 29.51 33.11 57.80

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 11.35 30.97 28.73 31.69 56.08

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 6.50 7.50 7.50 13.00 15.00

自己資本比率 (％) 34.6 37.4 41.7 35.9 38.9

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
3,964

(378)

3,740

(172)

3,650

(65)

3,779 

(361)

3,700

(154)

(注) 売上高には消費税等は含まれておりません。 
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２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

 

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主な事業 
の内容 

議決権の所有割合 
又は被所有割合

(％) 
関係内容 

（連結子会社） 
アサヒビバレッジサービ
ス㈱ 

東京都墨田区 495 清涼飲料水の販売
100

(100)
役員の兼任 

(注) １ 議決権の所有割合の( )内は間接所有割合で内数であります。 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成17年６月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

酒類 7,375(1,005) 

飲料 4,030  (162) 

食品・薬品 371   (48) 

その他 3,184(3,121) 

合計 14,960(4,336) 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 臨時従業員数は( )内に期中平均人員を外数で記載しております。 

 

(2) 提出会社の状況 

平成17年６月30日現在 

従業員数(名) 3,650(65) 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、関係会社等への出向者を除き、提出会社への出向者を含めて記載しており

ます。なお、上記に含まれる提出会社への出向者は、296名であります。 

２ 上記のほかに関係会社等への出向者660名、嘱託126名が在籍しております。 

３ 臨時従業員数は、( )内に期中平均人員を外数で記載しております。 

 

(3) 労働組合の状況 

親会社及び一部の子会社には労働組合が組織されております。 

労使関係については、特記すべき事項はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、設備投資と輸出の増加、企業収益の改善などにより、緩や

かな回復基調が続いております。しかしながら、個人消費につきましては回復基調ではあるものの、

消費マインドは、先行き不安を背景に消費者物価指数が低調に推移するなど、厳しい状況が続いて

おります。 

酒類業界におきましては、ビール・発泡酒に「その他雑酒②」などの新ジャンルを加えた市場全

体の課税数量は、新取引制度導入に伴う昨年12月の前倒し需要の反動などにより、前年同期比2.7％

減となりました。一方、お客様の嗜好の多様化を背景に、焼酎市場と低アルコール飲料市場は、引

き続き堅調に推移しております。 

また、飲料業界におきましては、メーカー各社の積極的な商品展開や東日本を中心に概ね天候に

恵まれたことなどにより業界全体として前年に比べ2％程度増加したものと推定されます。 

こうした状況のなか、アサヒビールグループは、「第2次グループ中期経営計画」の2年目にあた

り、最重点課題として、国内酒類事業、グループ事業、海外事業の“3つの成長”を目指して取り組

みを強化いたしました。 

以上の結果、当中間連結会計期間の連結売上高は656,605百万円、前年同期比1.3％増となりまし

た。また、連結営業利益につきましては、30,838百万円、前年同期比18.2％減となりました。 

 

 アサヒビールグループ アサヒビール㈱ 

売 上 高 656,605百万円 （前年同期比 1.3％増） 479,432百万円 （前年同期比 4.5％減）

営 業 利 益 30,838百万円 （前年同期比18.2％減） 26,527百万円 （前年同期比24.6％減）

経 常 利 益 31,925百万円 （前年同期比11.6％減） 26,223百万円 （前年同期比23.2％減）

中 間 純 利 益 19,012百万円 （前年同期比23.0％増） 14,321百万円 （前年同期比 8.0％減）

 

事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 

 

酒類事業 

酒類事業におきましては、新たな成長を実現するために、「お客様満足」を追求した新価値・新

需要の創造に挑戦するとともに、ブランド品質に磨きをかけることによりお客様の「うまい」を高

め、中核ブランドにおいて、さらなるご支持の拡大を目指しております。 

（ビール・発泡酒・新ジャンル） 

ビールカテゴリーにおいては、「アサヒスーパードライ」の“鮮度”を徹底的に追求し、「鮮度

パック」の発売や「鮮度実感キャンペーン」などの施策を実施したほか、樽生ビールの品質向上を

目指した取り組みなど、業態別の販売促進施策を中心にブランド力をさらに引き上げ、ビール回帰

の流れが本格的なものとなるよう取り組みを強化いたしました。 

発泡酒カテゴリーでは、「本生」の消費者キャンペーン「うまいじゃないか本生～限定醸造本生
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が100万人にあたる」を実施したほか、2月には本生ブランドからの新しいご提案として、“飲みご

たえ”を徹底的に追求した「アサヒ本生ゴールド」を発売し、本生ブランドの更なる強化を図りま

した。 

また、その他雑酒②に分類される新ジャンルにおいて、“キリッとした新しい飲みやすさ”を追

求した「アサヒ新生」を発売し、お客様の嗜好の多様化にお応えする新市場創造型のご提案を進め

ました。 

こうした積極的な取り組みを進めましたが、当中間期のビール・発泡酒・新ジャンル市場全体が

低迷した影響を受けたことなどにより、当社の課税出荷数量は前年同期比3.3％の減少となりました。 

（焼酎・低アルコール飲料・洋酒・ワイン） 

焼酎カテゴリーにおいては、中核ブランドである「大五郎」や「かのか」で消費者キャンペーン

を実施し、店頭での訴求力を高めました。特に、「かのか」ブランドでは、「むぎ焼酎かのか深層

地下水水割り缶」の発売、「こめ焼酎かのか」のリニューアル発売、「いも焼酎かのか」の発売な

ど新需要の開拓を進めたことなどにより、焼酎トータルの売上高は、業界平均を大きく上回り、前

年同期比9.3％増となりました。 

低アルコール飲料カテゴリーにおいては、「アサヒカクテルパートナー」や「アサヒ旬果搾り」

はリニューアルを実施し、特に「アサヒカクテルパートナー」は季節限定缶の投入効果も加わり好

調に推移いたしました。更に「フォション香り紅茶酒」や「アサヒ新爽感チューハイＤｅｗ」を新

発売するなど、新しい提案により新価値の創造に挑戦した結果、低アルコール飲料の売上高は、業

界平均を上回り、前年同期比6.8％増となりました。 

洋酒カテゴリーにおいては、「ニュー・オールモルト」「ニュー・モルトクラブ」をリニューア

ル新発売し、あわせてＴＶＣＭや消費者キャンペーンなど、積極的な販売促進策を実施いたしまし

た。「ブラックニッカクリアブレンド」「竹鶴ピュアモルトシリーズ」など中核ブランドは堅調に

推移したものの、洋酒カテゴリートータルの売上高は、市場全体の低迷を受けて、前年同期比4.3％

減となりました。 

ワインカテゴリーにおいては、国産ワインはサントネージュ「無添加有機ワイン」や「無添加ワ

イン物語」をリニューアルするなど、積極的な販売促進施策を展開いたしましたが、輸入ワインが

減少したことなどにより、ワイン全体の売上高は前年同期比2.5％減となりました。 

以上の結果により、酒類事業の売上高は、前年同期比3.6％減の464,821百万円となりました。ま

た、営業利益は、前年同期比23.3％減の27,063百万円となりました。 

  

 

飲料事業 

飲料事業におきましては、アサヒ飲料㈱が収益構造改革の総仕上げを行うとともに、次年度以降

の飛躍的拡大に備え、収益基盤の更なる強化を目指し、引き続き「成長戦略」と「構造改革」に取

り組んでおります。 

「成長戦略」につきましては、基幹ブランドである「ワンダ モーニングショット」「三ツ矢サ

イダー」「アサヒ 十六茶」に“切れ味するどい男の緑茶”として緑茶新ブランド「アサヒ緑茶 

若武者」と、“すばやい水分浸透力の究極のスポーツドリンク”を目指した「アサヒ ＳＵＰＥＲ 
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Ｈ２Ｏ」を新たに加え、経営資源を集中し販売促進活動を展開いたしました。 

「構造改革」につきましては、全部門におけるコスト構造見直しと戦略的な設備投資の実施によ

り更なるコスト削減、資産効率の向上に取り組んでおります。 

以上の結果により、飲料事業の売上高は、アサヒ飲料㈱の増収に、韓国のヘテ飲料㈱が連結子会

社となったことによる増加分（前年下期より連結子会社となったため、前年同期には含まれず）を

含め、前年同期比32.2％増の127,052百万円となりました。また、営業利益は前年同期比16.0％増の

3,012百万円となりました。 

 

食品・薬品事業 

食品・薬品事業におきましては、アサヒフードアンドヘルスケア㈱において、機能性食品・サプ

リメントの分野で、「アクティオ」やバランス栄養菓子「バランスアップ」、ミント系菓子「ミン

ティア」など主要ブランドの売上が2桁増と好調に推移いたしました。また、主力ブランドである医

薬部外品「エビオス錠」も2桁増と順調に伸ばすことができました。 

以上の結果、食品・薬品事業の売上高は、前年同期比11.3％増の11,956百万円となりました。営

業利益は、好調な売上増加及びコストダウンの影響により、前年同期に比べ964百万円増の241百万

円となりました。 

 

その他事業 

その他事業におきましては、主に卸事業の売上が減少した結果、売上高については前年同期比

10.7％減の52,775百万円となりました。営業利益については、前年同期比2.3％減の730百万円とな

りました。 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益の減少や

法人税等の支払額の増加などの減少要因がありましたが、売上債権の減少や仕入債務の増加など運

転資金の増加要因により減少幅は小さくなり、前年同期比253百万円収入減少の36,681百万円の収入

となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に投資有価証券の取得による支出の減少（昨年は康師

傅飲品控股有限公司への出資を実施）などにより、前年同期比21,797百万円支出が減少し、27,126

百万円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に金融債務圧縮に努めたことなどにより、前年同期比

24,517百万円支出が増加し、10,139百万円の支出となりました。 

以上の結果、当中間連結会計期間末では、前中間連結会計期間末に比べて現金及び現金同等物の

残高は449百万円減少し13,349百万円となりました。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

 

事業の種類別セグメントの名称 数量又は金額  単位 前年増減率 

酒類 1,501,649 KL 102.9 ％

飲料 135,032   百万円 128.9 ％

食品・薬品 11,800   百万円 117.4 ％

その他 221   百万円 82.7 ％

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 飲料事業及び食品・薬品事業の生産高には、外部への製造委託を含めております。 

３ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 受注実績 

当社では受注生産はほとんど行っておりません。 

 

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

 

事業の種類別セグメントの名称 金額 前年増減率 

酒類 464,821   百万円 96.4％

飲料 127,052   百万円 132.2％

食品・薬品 11,956   百万円 111.3％

その他 52.775   百万円 89.3％

合計 656,605   百万円 101.3％

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

相手先 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

国分㈱ ― ― 66,727 10.2％

     (注) 前中間連結会計期間の国分㈱については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しました。 
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３ 【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。 
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４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間における経営上の重要な契約の締結はありません。 
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５ 【研究開発活動】 

アサヒビールグループでは、酒類、飲料、食品・薬品各事業の新商品開発や、各事業及び環境面

も含めた新技術の研究開発を行っております。併せて、大学などの公的機関や他の企業との共同研

究及び委託研究も積極的に実施するとともに、バイオテクノロジーなどの先端技術を積極的に取り

入れ、常に時代の先端を行く研究開発を進めております。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、3,859百万円であります。なお、研究

開発費については、基礎研究分野にかかわる費用を種類別セグメントに関連づけることが困難であ

るため、その総額を記載しております。 

１．酒類事業 

１）商品開発について 

ビール・発泡酒・新ジャンルカテゴリーでは、主力発泡酒「本生ブランド」からの新しいご提案

として、従来の発泡酒商品に多く見られる爽快系の味わいではなく、“飲みごたえ”という飲用価

値を商品開発のコンセプトとして、「アサヒ本生ゴールド」を上市いたしました。「アサヒ本生ゴ

ールド」の醸造にあたり、豊かな麦の味わいと芳醇な香りをつくり出すアサヒ７８７酵母（愛称：

リッチ酵母）の採用とともに、ファインアロマホップを使用することで、上品な香りと心地よい苦

味を実現し、副原料に米を使用することで、味にふくらみと奥行きを持たせました。また、新素材

「大豆ペプチド」を使用して、スーパードライ酵母による“新生高発酵製法”により“キリッとし

た新しいのどごし”を実現した「アサヒ新生」を上市いたしました。なお、「アサヒ新生」は原材

料に麦・麦芽を一切使用していないため、酒税区分で「その他の雑酒②」に分類されます（新ジャ

ンル）。 

低アルコールカテゴリーでは、アサヒビールが長年培ってきた発酵技術や醸造ノウハウを活かし

た「果実酒製法」を採用して、“口あたりがなめらかな新しい飲みやすさ＝新スッキリ”を実現し

たレモン、グレープフルーツ、ライチフレーバーの「アサヒ新爽感チューハイＤｅｗ」を上市いた

しました。また、フォション（フランス）社と「フォション香り紅茶酒」を共同開発し、日本とフ

ランスで同時発売いたしました。今回発売したフレーバーは“アップルブランデー＆ハーブ”と

“カシス＆ローズ”の２品種で、フォションのノウハウに加え、アサヒ飲料（株）の茶葉抽出技術

を駆使し、茶葉由来の華やかな香りや渋みを付与した紅茶に相性の良いお酒をミックスすることで、

これまでにない全く新しい味わいを実現いたしました。また、果汁の美味しさにこだわった果汁分

10%以上を使用したチューハイの「アサヒ旬果搾り」を“果汁感たっぷり”なチューハイとしていっ

そう強化し、全７フレーバーに一新いたしました。このうち、「アサヒ旬果搾りハッピーレモン」

「アサヒ旬果搾りハッピーグレープフルーツ」は、柑橘系の爽やかな味わいと果実そのもののよう

な華やかな香りをアップさせるため、ニッカウヰスキー（株）独自技術で開発したフルーツスピリ

ッツを配合しました。 

洋酒・ワインカテゴリーでは、㈱セブン－イレブン・ジャパンとの共同開発で「アサヒ八年貯蔵

梅酒」を上市いたしました。「アサヒ八年貯蔵梅酒」は、原料となる梅の実に、クエン酸が豊富で

味の成分を多く含む、実の大きな成熟梅のみを使用し、８年間もの長期熟成させることによって生

まれる「華やかな香り」を特長としています。また、黒蜜、はちみつを加え、味のコクとまるみを

実現しています。 
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焼酎カテゴリーでは、焼酎主力商品「かのか」のラインアップのひとつである「こめ焼酎かの

か」を、すっきりとキレの良い爽やかな味わいをこれまで以上に際立たせ、華やかな吟醸香を特長

としたものにリニューアルいたしました。また、本格麦焼酎「玄海」のラインアップのうち、「豊

醇玄海」を、焼酎伝来の経路の一つである玄海灘地方に伝わる伝統の味を継承した「玄海」ならで

はの“麦本来の香ばしい香りと深みのある味”をこれまで以上に際立たせて、開発・上市いたしま

した。また、純米焼酎「銀風」を、香味のキーとなる貯蔵焼酎と熟成酵母仕込み焼酎の比率を高め、

自然の香りとまろやかですっきりとした香味を今まで以上に引き立たせてリニューアルいたしまし

た。 

ウイスキーカテゴリーでは、単式蒸留器で蒸留したモルトウイスキーと、カフェ式連続蒸留機と

呼ばれる連続蒸留機で蒸留したモルトウイスキーをブレンドし、豊かな香りとまろやかな味わいを

引き出すニッカウヰスキー独自の“オールモルト製法”によってつくられた「ニュー・オールモル

ト」「ニュー・モルトクラブ」を開発・上市いたしました。 

２）技術開発について 

食品の安全性に関する研究としては、原材料に関して安全性確保のため遺伝子組換え農作物やそ

の加工品の遺伝子定量法について海外特許取得を推進し、焼酎ブームに伴い焼酎麦とビール麦との

区別の必要性から国産大麦品種鑑定法を開発し日本農芸化学会大会に発表しました。また、残留農

薬一斉分析法、カビ毒分析法の開発など、新しい分析法の開発を行い日本食品衛生学会や関連学会

誌への発表・論文投稿を行いました。なお、現在新たなカビ毒分析法について、厚生労働省の国立

医薬品食品衛生研究所や大学と共同研究により精度の高い分析法の開発に努めています。 

ビール品質を保証する研究としては、ホップの微量な香気成分に関する新たな分析法の確立やビ

ールの香気に影響を与える含量化合物の生成機構を明らかにするなどの研究成果を欧州醸造学会や

学会誌に論文投稿いたしました。また、ビール有害微生物の持つホップ耐性機構につきまして、世

界ではじめて耐性遺伝子horAの存在を明らかにしてきましたが、さらに同じ機能を持つ遺伝子horC

の解明とこれらの水平伝播説を提唱し、これらの遺伝子を利用した迅速検出法の開発に関して欧州

ビール醸造学会や米国ビール醸造化学会、日本農芸化学会、日本乳酸菌学会で発表すると共に関連

する学会誌に論文投稿いたしました。また、日本の市販ビールの分析値と官能評価（人による味覚

評価）の関連性を研究し、米国ビール醸造化学会にて発表しました。これらの研究は昨年取得した、

ISO17025の認定をベースとした、高い分析精度保証技術により支えられています。 

容器包装開発では、アルミニウム缶の内容物耐腐食性を向上させた内面塗料の開発を行い、腐食

性の高い中味の缶での新商品開発を可能にしました。生ビール関連機器に関しては、自動でサーバ

ーを洗浄する装置を投入するなど、美味い樽生ビールのための機器開発を行いました。 

環境分野については、当社の高い環境技術を背景に、低濃度の排水を対象とした嫌気排水処理と

いうこれまでにない領域の排水処理システムを開発中であり、ビール工場や飲料工場での適用試験

を開始いたしました。得られた成果については、日本水環境学会にて発表いたしました。 

 

２．飲料事業 

１）商品開発について 

清涼飲料市場でさらなる伸長が予想される緑茶カテゴリーで、若き茶名人丹野浩之（たんのこう
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し）氏監修のもと、国産“若蒸し茶葉”を100％使用し、香り部分と味わい部分をそれぞれ別々に抽

出してブレンドする“二段仕込製法”を採用し、「爽やかな香り、スッキリとしたのどごし」を実

現した「アサヒ緑茶 若武者」を開発・上市しました。更にF１ドライバー佐藤琢磨氏と「すばやい

水分吸収の究極のスポーツドリンク」を目指して共同開発したハイポトニックスポーツウォーター

「アサヒ ＳＵＰＥＲ Ｈ２Ｏ」など、お客様の新たな需要を喚起する商品の開発に努めました。 

２）技術開発について 

飲料に用いる原料および原料水の残留農薬、微生物の分析法の開発により品質保証能力の向上を

図る一方、出荷判定時間の短縮につながる検査技術の開発に努めました。また、無菌充填製造ライ

ンにおける省力化技術や操業度向上技術に取り組みました。 

容器包装開発においては、環境にやさしい「植物系プラスチック（ポリ乳酸）」を用いたシュリ

ンクラベルの研究開発を行い、「愛知万博向けの十六茶」のラベルとして商品化に寄与し、２００

５年日本パッケージングコンテストで飲料部門賞を受賞しました。また今までに無い高ガス圧での

果汁入り炭酸PET飲料の商品化にあたり、ボトル選定・樹脂キャップ開発・リスク分析を行い、爽快

な炭酸飲料「三ツ矢爽レモン」（４月上市）に使用致しました。 

 

３．食品・薬品事業 

１）商品開発について 

食品・薬品事業では、栄養素の組み合わせや分量などの配合に徹底的にこだわり、必要な栄養素

をムダなく効率的に配合した「アクティオ ベーシックシリーズ」を開発・上市しました。また、

野菜本来の味、色調、食感を損なわずに小さなキューブ状に成型乾燥する独自の新技術、押圧成型

乾燥食材の製造方法（特許出願中）を活用した、具材を楽しむヘルシースープ「もっとベジ ブロ

ッコリーのじゃがポタ」他を開発・上市しました。さらに、アサヒ飲料㈱なども参加した共同プロ

ジェクト「食物繊維プロジェクト」を立ち上げ、日常生活の中で不足している「６ｇ以上」の食物

繊維をいろいろな製品から無理なくバランスよく摂取できるよう、共同で食物繊維入りの商品を展

開しました。加えて、「バランスアップ 野菜と繊維」と「蒟蒻タピオカゼリー林檎」を開発・上

市しました。「蒟蒻タピオカゼリー林檎」の規格においては業界初となる直径約８ｍｍと大粒サイ

ズの蒟蒻タピオカが入っています（特許出願中）。また、アサヒビールグループ独自の健康素材で

あるリンゴポリフェノールを使用した商品として、ハーブミントのど飴「爽感はなのど飴ＥＸ」な

どを、ビール酵母の機能性食品素材としての応用研究の成果として、ビール酵母エキス配合のおつ

まみシリーズ「ビアパートナー 砂肝の塩焼き」などを開発・上市しました。「ビアパートナー 

砂肝の塩焼き」は、砂肝の風味や食感、旨みを残すために新含気調理法を使用し、味わいのあるお

いしさを実現しました。その他にもお客様の新たな需要を喚起する商品の開発に努めました。 

２）技術開発について 

食品事業においては、ビール酵母と天然ポリフェノールを中心に、新たな健康機能の研究・解明、

機能性食品素材としての応用研究を進めています。大学、国立の研究機関とのコラボレーションを

積極的に推進する中で、多くの成果が生まれつつあります。ビール酵母及びその関連素材につきま

しては、これまでにも整腸作用、鉄分吸収促進効果、抗潰瘍作用、糖尿病改善効果などについて発

表しています。本年、ビール酵母エキス中に含まれる成分に肉体疲労予防効果があることや、酵母
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マンナンを与えることで腸で作られる天然の抗菌物質が腸管全体で増加していることを見出し、日

本栄養・食糧学会にて発表いたしました。また、リンゴ・ポリフェノールにガン予防の可能性や食

物アレルギーを和らげる効果があることを弘前大学などと共同で学会に発表いたしました。ホッ

プ・ポリフェノールについても、ピロリ菌の産生する毒素を中和、無毒化することを動物試験によ

り確認いたしました。この研究成果は千葉大学と共同で行い、第78回日本細菌学会総会において発

表いたしました。 

こうした研究活動の成果をお客様の食を通じた健康増進と快適環境に寄与する事業活動につなげ

ることを目指しています。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等につい

て、当中間連結会計期間に重要な変更はありません。 

(2) 前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等につい

て、当中間連結会計期間に完了したものありません。 

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等はありません。 

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 992,305,309

計 992,305,309

(注)１ 定款での定めは、次のとおりであります。 

当社の発行する株式の総数は、992,305,309株とする。ただし、株式消却が行われた場合には、これに相

当する株式数を減ずる。 

２  当中間会計期間末後、提出日までに自己株式20,000千株を消却し、提出日現在では972,305,309株となっ

ております。 

② 【発行済株式】 

 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成17年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成17年９月28日)

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 513,585,862 493,585,862

東京証券取引所 
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部 

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社にお
ける標準となる株式 

計 513,585,862 493,585,862 ― ― 

(注) 提出日現在の発行数には、平成17年９月１日からこの半期報告書提出日までの、新株予約権の行使(旧商法

に基づき発行された転換社債の転換及び新株引受権の行使を含む。)による株式の発行数は含まれておりま

せん。 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容は次のとおりであります。 

株主総会の特別決議(平成17年３月30日) 

 中間会計期間末現在 
(平成17年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年８月31日) 

新株予約権の数 6,000個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 600,000株 ※１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 1,374円 ※２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年3月30日から 

平成27年3月29日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 1,374円 

資本組入額  687円 
同左 

新株予約権の行使の条件 
退任後の権利行使可能 

権利の相続は可能 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡する場合に

は取締役会の承認を要する 

同左 
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※１ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

但し、※２の規定に従い行使価額が調整されたときは、次の算式により目的となる株式の数を調整する。

なお、調整前行使価額は、※２に定める行使価額調整式（以下、「行使価額調整式」という。）による調

整前行使価額を意味し、調整後行使価額は同調整式による調整後行使価額を意味する。 

    調整後株式数＝調整前株式数×調整前行使価額／調整後行使価額 

なお、各対象者に付与された新株予約権の目的となる株式の数の調整は、当該調整を行う時点で対象者が

新株予約権を行使していない目的となる株式の数においてのみ行われ、調整の結果、１株未満の端数が生

じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

※２ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を

除く。)、自己株式を処分する場合、または時価を下回る価額をもって当社の数式を取得することができる

新株予約権もしくはかかる新株予約権が付された証券を発行する場合は、次の算式により払込価額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
 

新株発行株式数×１株当たり行使価額
既発行株式数 ＋

分割・新株発行前の株価 
 

調整後払込価額＝ 調整前行使価額×
既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数 

   上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を

控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新株発行株式数」を「処分する株式数」に、「１株当

たりの行使価額」を「１株当たりの処分金額」に、「分割・新株発行前の株価」を「処分前の株価」に、

それぞれ読み替えるものとし、※１において必要に応じて同様の読み替えを行うものとする。行使価額調

整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額の差額が１円未満にとどまるときは、行使価額の

調整はこれを行わない。但し、その後の行使価額調整式の調整を必要する事由が発生し、行使価額を算出

する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額

を適用する。 

 

株主総会の特別決議(平成16年３月30日) 

 中間会計期間末現在 
(平成17年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年８月31日) 

新株予約権の数 5,850個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 585,000株 ※１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 1,205円 ※２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年3月30日から 

平成26年3月29日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  1,205円 

資本組入額  603円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

退任後の権利行使可能 

権利の相続は可能 

特別な理由により解任の場

合は権利消滅 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入の禁止 同左 
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※１ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割・合併の比率 

※２ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合は含まな

い。)するときは、次の計算式により１株当たりの払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は

切り上げる。 
 

新株発行株式数×１株当たり払込金額
既発行株式数 ＋

分割・新株発行前の株価 
 

調整後払込価額＝ 調整前払込価額×
既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数 

 

株主総会の特別決議(平成15年３月28日) 

 中間会計期間末現在 
(平成17年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年８月31日) 

新株予約権の数 623個 ※３ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 623,000株 ※１ ※３ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 830円 ※２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年3月28日から 

平成25年3月27日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  830円 

資本組入額  830円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

退任後の権利行使可能 

権利の相続は可能 

特別な理由により解任の場

合は権利消滅 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入の禁止 同左 

 

※１ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割・合併の比率 

※２ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合は含まな

い。)するときは、次の計算式により１株当たりの払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は

切り上げる。 
 

新株発行株式数×１株当たり払込金額
既発行株式数 ＋

分割・新株発行前の株価 
 

調整後払込価額＝ 調整前払込価額×
既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数 

 
※３ 権利行使により、新株予約権の数22個と新株予約権の目的となる株式の数22,000株が減少しております。 
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② 旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプションの新株引受権の内容は次のとおりであり

ます。 

株主総会の特別決議(平成14年３月28日) 

 中間会計期間末現在 
(平成17年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年８月31日) 

新株引受権の数 ― ― 

新株引受権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株引受権の目的となる株式の数 610,000株 同左 

新株引受権の行使時の払込金額 1,090円 同左 

新株引受権の行使期間 
平成17年1月 1日から 

平成24年3月27日まで 
同左 

新株引受権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 1,090円 

資本組入額1,090円 
同左 

新株引受権の行使の条件 

退任後の権利行使可能 

権利の相続は可能 

特別な理由により解任の場

合は権利消滅 

同左 

新株引受権の譲渡に関する事項 譲渡、質入の禁止 同左 

（注） 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換、新株引受証券による権利行

使の場合は含まない。)するときは、次の計算式により発行価額を調整し、調整により生ずる

１円未満の端数は切り上げる。 
 

新株発行株式数×１株当たり払込金額
既発行株式数 ＋

分割・新株発行前の株価 
 

調整後発行価額＝ 調整前発行価額×
既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数 
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(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
 

(百万円) 

資本金残高
 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成17年１月１日～ 
平 成 17 年 ６ 月 30 日
（注） 

－ 513,585 － 182,531 － 130,292

（注）平成17年６月30日から平成17年９月28日までの間に、自己株式の消却により、発行済株式総数が20,000千株

減少し、平成17年９月28日現在、発行済株式総数残高は493,585千株となりました。 
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(4) 【大株主の状況】 

平成17年６月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１－８－１１ 32,663 6.4

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２－１１－３ 27,756 5.4

旭化成株式会社 大阪市北区堂島浜１－２－６ 18,785 3.7

第一生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区有楽町１－１３－１ 
(東京都中央区晴海１－８－１２) 

17,920 3.5

富国生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区内幸町２－２－２ 
(東京都中央区晴海１－８－１２) 

16,883 3.3

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１－９－１ 15,953 3.1

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 9,028 1.8

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505103 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室) 

米国・ボストン 
(東京都中央区日本橋兜町６－７) 

7,334 1.4

住友生命保険相互会社 
(常任代理人 日本トラステ
ィ・サービス信託銀行株式会
社) 

大阪市中央区城見１－４－３５ 
(東京都中央区晴海１－８－１１) 

7,090 1.4

株式会社みずほコーポレート銀
行 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区丸の内１－３－３ 
(東京都中央区晴海１－８－１２) 

6,944 1.4

計 ― 160,359 31.2

(注)１ 当社は自己株式を28,324千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 

   ２ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社から、大量保有報告書の提出があり（報

告義務発生日平成17年６月30日）、次のとおり９名の共同で株式を保有している旨報告を受けています

が、当中間期末現在における当該法人名義の実質保有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の

状況」では考慮していません。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ信託銀行株式会社
等９名 

東京都渋谷区広尾１－１－３９ 36,194 7.0

 



ファイル名:040_0019100501709.doc 更新日時:2005/09/26 23:44 印刷日時:05/09/29 10:47 

― 23 ― 

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年６月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

（自己保有株式） 
28,324,200

― 
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(自己株式等) 
（相互保有株式） 

9,400
― 同上 

完全議決権株式(その他) 484,179,100 4,841,791 同上 

単元未満株式 1,073,162 ― ― 

発行済株式総数 513,585,862 ― ― 

総株主の議決権 ― 4,841,791 ― 

(注) １ 当中間会計期間末現在の単元未満株式数には、当社所有の自己株式15株、相互保有株式(今泉酒類販売

株式会社)2株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10,900株(議決権の数109個)が

含まれております。 

３ 「完全議決権株式(自己株式等)」「完全議決権株式(その他)」「単元未満株式」は、全て普通株式であ

ります。 

 

② 【自己株式等】 

平成17年６月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
アサヒビール株式会社 

東京都中央区京橋 
三丁目７番１号 

28,324,200 － 28,324,200 5.51

(相互保有株式) 
今泉酒類販売株式会社 

福岡県粕屋郡粕屋町 
大字仲原1771番地の1 

9,400 － 9,400 0.00

計 ― 28,333,600 － 28,333,600 5.52
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２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 平成17年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高(円) 1,306 1,374 1,447 1,437 1,344 1,342

最低(円) 1,245 1,239 1,336 1,294 1,261 1,265

(注) 上記の株価は、東京証券取引所市場第一部の市場相場です。 

 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成 

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成16年１月１日から平成16年６月30日まで）は、改正前の中間連

結財務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）は、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 ただし、当中間連結会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）は、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣

府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則を適用しております。 

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大 

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成16年１月１日から平成16年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸

表等規則に基づき、当中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）は、改正後の

中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、当中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令

第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年１月１日から平成

16年６月30日まで)及び前中間会計期間(平成16年１月１日から平成16年６月30日まで)並びに当中間連

結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年１月１日から

平成17年６月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監

査を受けております。 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

 

  
前中間連結会計期間末 

(平成16年６月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成16年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

   現金及び預金   13,904 13,431  14,156

   受取手形及び売掛金 ※１  243,046 250,184  279,771

   棚卸資産   96,308 97,797  85,190

   繰延税金資産   7,109 20,831  19,861

   その他   31,534 26,966  32,238

   貸倒引当金   △9,027 △7,489  △10,438

   流動資産合計   382,876 30.5 401,722 32.6  420,780 33.6

Ⅱ 固定資産    

   有形固定資産    

    建物及び構築物 ※２ 393,972 391,608 391,146 

     減価償却累計額  △168,445 225,526 △174,028 217,579 △168,652 222,493

    機械装置及び 
    運搬具 

※２ 479,594 483,688 476,090 

     減価償却累計額  △284,602 194,992 △290,368 193,319 △279,917 196,172

    工具器具備品  107,507 112,474 111,802 

     減価償却累計額  △56,229 51,278 △61,737 50,736 △60,234 51,568

    土地 ※２  203,963 183,594  183,045

    建設仮勘定   7,287 5,809  4,228

   有形固定資産合計   683,047 54.4 651,039 52.7  657,509 52.6

   無形固定資産   17,494 1.4 14,271 1.2  18,410 1.5

   投資その他の資産    

    投資有価証券   103,824 110,144  93,653

    繰延税金資産   36,221 27,820  29,815

    その他   45,254 41,630  42,925

    貸倒引当金   △13,845 △12,501  △12,275

    投資その他の 
    資産合計 

  171,455 13.7 167,095 13.5  154,118 12.3

   固定資産合計   871,997 69.5 832,406 67.4  830,038 66.4

   資産合計   1,254,874 100.0 1,234,128 100.0  1,250,818 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成16年６月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成16年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

   支払手形及び買掛金 ※１  73,049 86,072  84,585

   短期借入金 ※２  78,812 68,046  48,569

   １年以内償還 
   予定の社債 

  59,997 20,000  49,997

   未払酒税   145,866 144,340  148,654

   預り金   64,947 50,584  63,718

   コマーシャル 
   ペーパー 

  ― 1,000  ―

   その他   114,932 122,167  136,165

   流動負債合計   537,604 42.8 492,211 39.9  531,690 42.5

Ⅱ 固定負債    

   社債   140,000 120,000  120,000

   長期借入金 ※２  79,589 89,587  84,521

   退職給付引当金   28,898 28,763  29,183

   役員退職慰労引当金   618 515  674

   繰延税金負債   487 435  448

   その他   39,921 39,683  39,644

   固定負債合計   289,515 23.1 278,986 22.6  274,472 22.0

   負債合計   827,119 65.9 771,197 62.5  806,162 64.5

(少数株主持分)    

  少数株主持分   20,486 1.6 27,273 2.2  26,827 2.1

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   182,531 14.6 182,531 14.8  182,531 14.6

Ⅱ 資本剰余金   181,282 14.5 181,283 14.7  181,282 14.5

Ⅲ 利益剰余金   62,559 5.0 89,208 7.2  74,053 5.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  5,297 0.4 6,261 0.5  4,769 0.4

Ⅴ 為替換算調整勘定   461 0.0 1,256 0.1  76 0.0

Ⅵ 自己株式   △24,863 △2.0 △24,883 △2.0  △24,885 △2.0

   資本合計   407,268 32.5 435,658 35.3  417,827 33.4

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計 

  1,254,874 100.0 1,234,128 100.0  1,250,818 100.0
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② 【中間連結損益計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   648,105 100.0 656,605 100.0  1,444,225 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１  438,709 67.7 437,707 66.7  978,610 67.8

売上総利益   209,395 32.3 218,897 33.3  465,615 32.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  171,674 26.5 188,059 28.6  364,342 25.2

営業利益   37,721 5.8 30,838 4.7  101,272 7.0

Ⅳ 営業外収益    

受取利息  265 247 538 

受取配当金  844 630 966 

持分法による 
投資利益 

 ― 1,697 ― 

連結調整勘定 
償却額 

 824 925 1,620 

その他  839 2,774 0.4 1,403 4,904 0.8 2,002 5,127 0.3

Ⅴ 営業外費用    

支払利息  1,998 2,031 4,284 

持分法による 
投資損失 

 300 ― 734 

その他  2,069 4,367 0.6 1,785 3,817 0.6 5,731 10,750 0.7

経常利益   36,128 5.6 31,925 4.9  95,650 6.6

Ⅵ 特別利益    

固定資産売却益 ※２ 71 4,041 449 

投資有価証券 
売却益 

 284 87 580 

貸倒引当金戻入益  1,228 2,445 ― 

工場移転補償金  362 1,946 0.3 381 6,954 1.0 597 1,627 0.1

Ⅶ 特別損失    

固定資産売却 
除却損 

※３ 2,148 4,045 31,314 

投資有価証券 
売却損 

 32 998 2,048 

投資有価証券 
評価損 

 162 228 271 

関係会社株式 
評価損 

 446 ― ― 

関係会社整理損失  ― ― 665 

その他  573 3,363 0.5 201 5,474 0.8 4,608 38,908 2.7

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益 

  34,711 5.4 33,405 5.1  58,368 4.0

法人税、住民税 
及び事業税 

※４ 18,708 13,803 33,741 

法人税等調整額  ― 18,708 2.9 ― 13,803 2.1 △6,910 26,831 1.8

少数株主利益   539 0.1 588 0.1  941 0.1

中間(当期) 
純利益 

  15,462 2.4 19,012 2.9  30,595 2.1
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③ 【中間連結剰余金計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年１月１日
至 平成16年６月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  181,281 181,282  181,281

Ⅱ 資本剰余金増加高    

自己株式処分差益  0 0 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末) 
残高 

 181,282 181,283  181,282

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  50,409 74,053  50,409

Ⅱ 利益剰余金増加高    

中間(当期)純利益  15,462 19,012  30,595 

連結子会社の増加に伴う 
剰余金増加高 

 5 15,468 ― 19,012 5 30,601

Ⅲ 利益剰余金減少高    

配当金  3,193 3,639  6,832 

役員賞与 
(うち監査役分) 

 
123
(10)

185
(18)

 
123 
(10) 

連結子会社の増加に伴う 
剰余金減少高 

 1 ―  1 

連結子会社の減少に伴う 
剰余金減少高 

 ― 3,318 33 3,858 ― 6,957

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
残高 

 62,559 89,208  74,053
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年１月１日
至 平成16年６月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・

フロー計算書 
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益 

 34,711 33,405 58,368

   減価償却費  25,316 24,797 51,339

   退職給付引当金の増減額  △873 △335 △1,038

   貸倒引当金の増減額  △1,813 △2,304 △1,262

   受取利息及び配当金  △1,110 △878 △1,504

   支払利息  1,998 2,031 4,284

   持分法による投資損益  300 △1,697 734

   投資有価証券評価損  162 228 271

   固定資産売却益  ― △4,041 △449

   固定資産売却除却損  2,148 4,045 31,314

   売上債権の増減額  19,361 28,543 △12,808

   棚卸資産の増減額  △7,239 △12,709 4,315

   仕入債務の増減額  △8,021 2,775 2,770

   未払酒税の増減額  △850 △4,297 1,937

   未払消費税等の増減額  △2,580 △4,315 7

   役員賞与の支払額  △127 △196 △127

   その他  △3,608 △3,659 7,922

    小計  57,775 61,392 146,075

   利息及び配当金の受取額  1,195 898 1,621

   利息の支払額  △2,062 △1,981 △4,392

   法人税等の支払額  △19,973 △23,629 △30,374

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

 36,934 36,681 112,930
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前中間連結会計期間 

(自 平成16年１月１日
至 平成16年６月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・

フロー計算書 
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

   定期預金の払戻 
   による収入 

 33 466 1,278

   有価証券の売却 
   による収入 

 ― 2,304 ―

   有形固定資産の取得 
   による支出 

 △19,257 △21,305 △36,020

   有形固定資産の売却 
   による収入 

 310 4,205 3,959

   無形固定資産の取得 
   による支出 

 △2,394 △1,392 △5,888

   無形固定資産の売却 
   による収入 

 ― 1,127 ―

   投資有価証券の取得 
   による支出 

 △38,188 △11,795 △39,113

   投資有価証券の売却 
   による収入 

 8,030 293 12,179

   連結範囲の変更を伴う 
   子会社株式の売却 
   による収入 

 ― 632 7,780

   貸付金の貸付による支出  △297 △2,522 △809

   貸付金の回収による収入  466 837 978

   その他  2,372 24 804

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

 △48,923 △27,126 △54,850

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

   短期借入金の増減額  8,107 24,153 △17,359

   長期借入れによる収入  24,304 8,185 30,764

   長期借入金の返済 
   による支出 

 △2,580 △9,129 △17,242

   社債の発行による収入  10,000 ― 10,000

   社債の償還による支出  △17,696 △29,997 △47,396

   自己株式の取得による 
支出 

 △6,839 △21 △6,871

   配当金の支払額  △3,193 △3,639 △6,832

   少数株主への配当金 
   の支払額 

 △2 △373 △2

   少数株主からの払込     2,504 ― 2,504

   その他  △226 683 △3,230

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

 14,378 △10,139 △55,666

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 △160 276 △231

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の増減額 

 2,228 △307 2,181

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  の期首残高 

 11,561 13,657 11,561

Ⅶ 連結範囲の変更による現金 
  及び現金同等物の増減額 

 9 ― △86

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 13,799 13,349 13,657
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社 55社 

   なお、アサヒフィー

ルドマーケティング

㈱、㈱エイ・アイ・ビ

バレッジホールディン

グの2社につきまして

は重要性が増加したた

め、当中間連結会計期

間から連結の範囲に加

えております。 

(1) 連結子会社 53社 

   なお、アサヒビバレ

ッジサービス㈱につき

ましては当中間連結会

計期間において新たに

設立したため、当中間

連結会計期間から連結

の範囲に加えておりま

す。 

また、㈱中央アド新

社、アサヒビール光学

㈱、福建泉州清源啤酒

朝日有限公司の3社に

つきましては株式又は

持分を譲渡したため、

連結の範囲より除外し

ております。 

(1) 連結子会社 55社 

 連結子会社名は、

「第１企業の概況」の

「４関係会社の状況」

に記載されておりま

す。 

 なお、アサヒフィー

ルドマーケティング

㈱、㈱エイ・アイ・ビ

バレッジホールディン

グ、ヘテ飲料㈱の3社

につきましては重要性

が増加したため、当連

結会計年度から連結の

範囲に加えておりま

す。 

 また、日本ナショナ

ル製罐㈱につきまして

は東洋製罐㈱へ株式全

数を譲渡したため連結

の範囲より除外いたし

ました。 

 (2) 非連結子会社 

   主要な非連結子会社

は、㈱サンシャインで

あります。 

(2) 非連結子会社 

   主要な非連結子会社

は㈱隅田川ブルーイン

グであります。 

(2) 非連結子会社 

同左 

 (3) 非連結子会社について

連結の範囲から除いた

理由 

   非連結子会社の総資

産、売上高、中間純損

益及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、

いずれも小規模であ

り、全体としても中間

連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていない

ためであります。 

(3) 非連結子会社について

連結の範囲から除いた

理由 

同左 

 

(3) 非連結子会社について

連結の範囲から除いた

理由 

   非連結子会社の総資

産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、

いずれも小規模であ

り、全体としても連結

財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため

であります。 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用会社 

  非連結子会社 １社 

   ㈱アサヒビールエン

ジニアリング 

    なお、アサヒビジ

ネスソリューション

ズ㈱につきましては

持分の一部を譲渡し

たため関連会社にな

っております。 

  関連会社 17社 

   アサヒビジネスソリ

ューションズ㈱ 

   深圳青島啤酒朝日有

限公司 

   ヘテ飲料㈱ 

   康師傅飲品控股有限

公司及びその関係会

社13社 

    なお、康師傅飲品

控股有限公司及びそ

の関係会社13社につ

きましては持分を取

得したため当中間連

結会計期間から持分

法を適用しておりま

す。 

(1) 持分法適用会社 

  非連結子会社 １社 

   ㈱アサヒビールエン

ジニアリング 

 

 

 

 

 

 

  関連会社 16社 

   アサヒビジネスソリ

ューションズ㈱ 

   深圳青島啤酒朝日有

限公司 

   康師傅飲品控股有限

公司及びその関係会

社13社 

 

(1) 持分法適用会社 

  非連結子会社 １社 

   ㈱アサヒビールエン

ジニアリング 

    なお、アサヒビジ

ネスソリューション

ズ㈱につきまして

は、持分の一部を譲

渡したため関連会社

となっております。

  関連会社 16社 

   アサヒビジネスソリ

ュ ー シ ョ ン ズ ㈱

深圳青島啤酒朝日有

限公司 

   康師傅飲品控股有限

公司及びその関係会

社13社 

    なお、康師傅飲品

控股有限公司及びそ

の関係会社13社につ

きましては持分を取

得したため当連結会

計年度から持分法を

適用しております。

    また、ヘテ飲料㈱

につきましては株式

の追加取得により子

会社となり重要性が

増加したため当連結

会計年度より連結の

範囲に加えておりま

す。 

 (2) 持分法非適用会社 

  非連結子会社 

    主要な非連結子会

社は㈱サンシャイン

であります。 

  関連会社 

    主要な関連会社は

北浜中央ビル管理㈱

であります。 

(2) 持分法非適用会社 

  非連結子会社 

    主要な非連結子会

社は㈱隅田川ブルー

イングであります。

  関連会社 

    主要な関連会社は

㈱アサヒビジネスプ

ロデュースでありま

す。 

(2) 持分法非適用会社 

  非連結子会社 

同左 

 

 

  関連会社 

同左 

 (3) 非連結子会社及び関連

会社について持分法を

適用しない理由 

 持分法非適用会社

は、中間純損益及び利

益剰余金(持分に見合

う額)等に与える影響

が軽微であり、全体と

して中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼし

ていないためでありま

す。 

(3) 非連結子会社及び関連

会社について持分法を

適用しない理由 

同左 

(3) 非連結子会社及び関連

会社について持分法を

適用しない理由 

 持分法非適用会社

は、連結当期純損益及

び利益剰余金(持分に

見合う額)等に与える

影響が軽微であり、全

体として連結財務諸表

に重要な影響を及ぼし

ていないためでありま

す。 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

連 結 子 会 社 の う ち 、

ASAHI BEER U.S.A., INC.

の中間決算日は３月31日で

中間連結決算日と異なって

いるため、中間連結財務諸

表の作成にあたり、６月30

日の中間仮決算(正規の決

算に準ずる合理的な手続き

による決算)に基づく中間

財務諸表を使用しておりま

す。 

同左  連結子会社のうち、

ASAHI BEER U.S.A., INC.

の決算日は９月30日で連結

決算日と異なっているた

め、連結財務諸表の作成に

あたり、12月31日の仮決算

(正規の決算に準ずる合理

的な手続きによる決算)に

基づく財務諸表を使用して

おります。 

 他の連結子会社の決算日

は、連結決算日と一致して

おります。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

 連結子会社は、中間連結

財務諸表提出会社が採用す

る会計処理基準とおおむね

同一の会計処理基準を採用

しております。 

 中間連結財務諸表提出会

社が採用する会計処理基準

は半期報告書「経理の状

況」の中間財務諸表に記載

されております。 

――――――  連結子会社は、連結財務

諸表提出会社が採用する会

計処理基準とおおむね同一

の会計処理基準を採用して

おります。 

 連結財務諸表提出会社が

採用する会計処理基準は有

価証券報告書「経理の状

況」の財務諸表に記載され

ております。 

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

  満期保有目的の債券 

   償却原価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間連結決算日前

一ヶ月の市場価格

等の平均価格に基

づく時価法 

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定) 

① 有価証券 

  満期保有目的の債券 

同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

 

① 有価証券 

  満期保有目的の債券 

同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    連結決算日前一ヶ

月の市場価格等の

平均価格に基づく

時価法 

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定) 

    時価のないもの 

    移動平均法に基づ

く原価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

 ② 棚卸資産 

   商品、製品及び半製

品については、主とし

て総平均法に基づく原

価法、原材料及び貯蔵

品については、主とし

て移動平均法に基づく

原価法を採用しており

ます。 

② 棚卸資産 

同左 

② 棚卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

当社は、有形固定資

産の一部(生産設備)に

ついて定額法を、その

他の有形固定資産(物

流設備他)については

定率法を採用しており

ます。連結子会社は、

主として定率法を採用

しております。但し、

平成10年４月１日以降

取得の建物(建物附属

設備は除く)について

は、定額法を採用して

おります。 

   なお、耐用年数及び

残存価額については、

主として法人税法に規

定する方法と同一の基

準によっております。

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

   定額法を採用してお

ります。 

   なお、耐用年数につ

いては、主として法人

税法に規定する方法と

同一の基準によってお

ります。 

   ただし、ソフトウェ

ア(自社利用分)につい

ては、社内における利

用可能期間(５年)に基

づく定額法を採用して

おります。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

 (3) 重要な引当金の
計上基準 

① 貸倒引当金 
   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一
般債権については貸倒
実績率による計算額
を、貸倒懸念債権等特
定の債権については個
別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を
計上しております。 

① 貸倒引当金 
同左 

① 貸倒引当金 
同左 

 ② 退職給付引当金 
   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会
計年度末における退職
給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当
中間連結会計期間末に
おいて発生していると
認められる額を計上し
ております。 

   数理計算上の差異
は、各連結会計年度の
発生時における従業員
の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10年)
による定額法により按
分した額をそれぞれ発
生の翌連結会計年度か
ら費用処理しておりま
す。 

② 退職給付引当金 
   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会
計年度末における退職
給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当
中間連結会計期間末に
おいて発生していると
認められる額を計上し
ております。 

   数理計算上の差異
は、発生時の翌連結会
計年度から従業員の平
均残存勤務期間以内の
一定の年数(10年)によ
る定額法によって処理
しております。 

（追加情報） 
   当社は、従来、確定

給付型の制度として適
格退職年金制度及び退
職一時金制度を採用し
ておりましたが、平成
17年7月に、適格退職
年金制度を確定給付企
業年金法に基づく確定
給付企業年金制度に移
行するとともに、確定
拠出企業年金法に基づ
く確定拠出企業年金制
度を新たに導入しまし
た。 

   この変更に伴い、制
度が改訂された当中間
連結会計期間末におい
て、退職給付債務が
3,958百万円減少し、
同額の過去勤務債務が
発生しました（「退職
給付制度間の移行等に
関する会計処理」（企
業会計基準適用指針第
１号））。過去勤務債
務については、当連結
会計年度下期以降、従
業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数
（10年）による定額法
により按分した額を費
用処理します。 

② 退職給付引当金 
   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会
計年度末における退職
給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当
連結会計年度末におい
て発生していると認め
られる額を計上してお
ります。 

   数理計算上の差異
は、発生時の翌連結会
計年度から従業員の平
均残存勤務期間以内の
一定の年数(10年)によ
る定額法によって処理
しております。 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

 ③ 役員退職慰労引当金 

   当社及び連結子会社

の一部は役員の退職慰

労金の支給に備えるた

め、内規に基づく当中

間連結会計期間末要支

給額を計上しておりま

す。 

③ 役員退職慰労引当金 

同左 

③ 役員退職慰労引当金 

   当社及び連結子会社

の一部は役員の退職慰

労金の支給に備えるた

め、内規に基づく当連

結会計年度末要支給額

を計上しております。

 (4) 重要なリース取

引の処理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

 (5) 消費税等の処理  主として消費税等は税抜

き方式によっております。

なお、資産に係る控除対象

外消費税等については、全

額費用として処理しており

ます。 

同左 同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

５ 中間連結(連結)キ

ャッシュ・フロー

計算書における資

金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における「現金

及び現金同等物」は手許現

金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資からなります。

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における「現金及び

現金同等物」は手許現金、

要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的な

投資からなります。 
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表示方法の変更 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

         ―――――― 

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

１． 前中間連結会計期間において、営業活動によるキ

ャッシュ・フローの「その他」に含めておりました

「固定資産売却益」は重要性が増したため、当中間

連結会計期間より区分掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間における「固定資産売

却益」は△71百万円です。 

２． 前中間連結会計期間において、投資活動によるキ

ャッシュ・フローの「その他」に含めておりました

「無形固定資産の売却による収入」は重要性が増し

たため、当中間連結会計期間より区分掲記しており

ます。 

なお、前中間連結会計期間における「無形固定資

産の売却による収入」は17百万円です。 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 

 
前中間連結会計期間末 
(平成16年６月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成16年12月31日) 

※１ ―――――― 

 

――――――  期末日満期手形は、手形交換日

をもって決済処理をしておりま

す。 

 従って、当連結会計年度末日は

金融機関の休業日のため、次のと

おり期末日満期手形が期末残高に

含まれております。 

受取手形 294百万円

支払手形 340百万円
 

※２  次の資産を短期借入金1,856百

万円、長期借入金6,211百万円の

担保に供しております。 

 建物及び 
 構築物 

3,535百万円

 機械装置及び 
 運搬具 

1,306百万円

 土地 22,520百万円

  小計 27,363百万円

財団抵当 

 建物及び 
 構築物 

2,414百万円

 機械装置及び 
 運搬具 

2,057百万円

 土地 224百万円

  小計 4,696百万円

  合計 32,059百万円
  

 次の資産を短期借入金1,869百

万円、長期借入金12,427百万円の

担保に供しております。 

 建物及び 
 構築物 

9,325百万円

 機械装置及び
 運搬具 

4,051百万円

 土地 28,034百万円

  合計 41,411百万円

 

 

 

 

 

 
  

 次の資産を短期借入金526百万

円、１年以内に返済する長期借入

金7,026百万円、長期借入金7,424

百万円の担保に供しております。

 建物及び 
 構築物 

9,406百万円

 機械装置及び 
 運搬具 

5,366百万円

 土地 28,774百万円

  合計 43,546百万円

 

 

 

 

 

 
 

３ 偶発債務 

１ 保証債務 

 (1) 銀行借入に対する保証債務

等 

  
 

被保証者 
保証金額 
(百万円) 

㈱細野西蔵 1,100 

従業員   648 

その他6件 
  （注） 

1,059 

合計 2,808 

(注) その他６件には、 
   関係会社に対する 
   経営指導念書100 
   百万円が含まれ 
   ております。 

偶発債務 

１ 保証債務 

 (1) 銀行借入に対する保証債務

等 

  

被保証者 
保証金額 
(百万円) 

康師傅飲品控
股有限公司

2,103 

従業員 565 

その他7件 
  （注）

817 

合計 3,487 

(注) その他７件には、 
   経営指導念書 
   30百万円が含まれ 
   ております。 

偶発債務 

１ 保証債務 

 (1) 銀行借入に対する保証債務

 

  

被保証者 
保証金額 
(百万円) 

従業員 644 

その他6件 896 

合計 1,540 
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(中間連結損益計算書関係) 

 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

※１  販売費及び一般管理費の主なも 

のは、販売奨励金及び手数料が 

56,560百万円、広告宣伝費が 

23,738百万円、従業員給料手当及

び賞与が25,165百万円、運搬費が

16,648百万円、貸倒引当金繰入額

が132百万円であります。 

 販売費及び一般管理費の主なも

のは、販売奨励金及び手数料が

63,269百万円、広告宣伝費が

28,330百万円、従業員給料手当及

び賞与が27,416百万円、運搬費が

17,170百万円、貸倒引当金繰入額

が206百万円であります。 

 一般管理費及び売上原価に含ま

れる研究開発費は8,317 百万円で

あります。 

※２ ―――――――  固定資産売却益の内容は、主に

連結子会社の土地の売却によるも

のであります。 

 固定資産売却益の内容は、主に

土地の売却によるものでありま

す。 

※３  固定資産売却除却損の内容は、

建物の除却損が425百万円、機械

装置の除却損が889百万円、その

他の除却損が528百万円、建物等

の売却損が304百万円でありま

す。 

 固定資産売却除却損の内容は、

建物の除却損が300百万円、機械

装置の除却損が1,209百万円、そ

の他の除却損が231百万円、土地

等の売却損が2,304百万円であり

ます。 

 固定資産売却除却損の内容は、

建物の除却損が1,181百万円、機

械装置の除却損が2,353百万円、

その他の除却損が1,462百万円、

建物の売却損が1,240百万円、土

地の売却損が24,971百万円、その

他の売却損が104百万円でありま

す。 

※４  税効果会計の適用に当たり、

「簡便法」を採用しておりますの

で、法人税等調整額を含めた金額

で、一括掲記しております。 

同左 ―――――― 

 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

現金及び預金 
勘定 

13,904百万円

預入期間が３ 
ヶ月を超える 
定期預金 

△105百万円

 現金及び現 
 金同等物 

13,799百万円

  

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

現金及び預金
勘定 

13,431百万円

預入期間が３
ヶ月を超える
定期預金 

△81百万円

 現金及び現
 金同等物 

13,349百万円

  

 １ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 

現金及び預金 
勘定 

14,156百万円

預入期間が３ 
ヶ月を超える 
定期預金 

△499百万円

 現金及び現 
 金同等物 

13,657百万円
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(リース取引関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

機械装置

及び 

運搬具 

(百万円) 

工具器具

備品 

(百万円) 

その他

(百万円) 

合計 

(百万円) 

取得価 

額相当 

額 

30,853 74,474 905 106,233 

減価償 

却累計 

額相当 

額 

21,093 43,475 450 65,019 

中間期 

末残高 

相当額 

9,760 30,998 455 41,214 

 

 

機械装置

及び

運搬具

(百万円)

工具器具

備品

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価

額相当

額 

5,419 66,965 495 72,881

減価償

却累計

額相当

額 

3,631 34,330 203 38,165

中間期

末残高

相当額

1,788 32,635 292 34,715

 

 

機械装置

及び 

運搬具 

(百万円) 

工具器具

備品 

(百万円) 

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価

額相当

額 

13,500 69,914 387 83,802

減価償

却累計

額相当

額 

6,963 36,877 132 43,974

期末 

残高 

相当額

6,537 33,036 254 39,828

 
② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 20,146百万円

１年超 24,165百万円

合計 44,311百万円
 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 12,423百万円

１年超 23,870百万円

合計 36,293百万円
 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 17,178百万円

１年超 24,345百万円

合計 41,523百万円
 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 10,891百万円

減価償却費 
相当額 

8,820百万円

支払利息 
相当額 

892百万円

 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 8,191百万円

減価償却費 
相当額 

7,301百万円

支払利息 
相当額 

778百万円

 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 20,761百万円

減価償却費 
相当額 

17,662百万円

支払利息 
相当額 

1,706百万円

 
④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・ 減価償却費相当額の算定方法

は、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

 ・ 利息相当額の算定方法は、リ

ース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法

については、利息法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 134百万円

１年超 208百万円

合計 343百万円
  

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料 

１年内 177百万円

１年超 262百万円

合計 440百万円
  

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料 

１年内 165百万円

１年超 243百万円

合計 409百万円
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(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年６月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当事項はありません。 

 

２ その他有価証券で時価のあるもの 
 

区分 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

(1) 株式 25,691 34,678 8,986

(2) 債券  

 社債 1 1 △0

(3) その他 4 4 0

計 25,697 34,684 8,986

 

３ 時価のない有価証券 

 

内容 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

満期保有目的の債券  

  非上場の外国債券 4,700 

その他有価証券  

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 8,745 

  優先出資証券 13,129 

  その他 760 

子会社株式及び関連会社株式 41,805 

計 69,140 
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当中間連結会計期間末(平成17年６月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

区分 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

(1) 外国債券 49 52 3

計 49 52 3

 

２ その他有価証券で時価のあるもの 
 

区分 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

(1) 株式 26,641 37,183 10,541

(2) 債券  

 社債 1 1 △0

計 26,642 37,184 10,541

 

３ 時価のない有価証券 

 

内容 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

満期保有目的の債券  

  非上場の外国債券 4,793 

その他有価証券  

  非上場株式 8,945 

  優先出資証券 10,000 

  その他 1,286 

子会社株式及び関連会社株式 47,890 

計 72,915 
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前連結会計年度末(平成16年12月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

区分 
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

(1) 外国債券 115 141 25

計 115 141 25

 

２ その他有価証券で時価のあるもの 
 

区分 取得原価(百万円) 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
差額(百万円) 

(1) 株式 24,779 32,821 8,042

(2) 債券  

 社債 1 1 △0

(3) その他 4 4 0

計 24,785 32,827 8,042

 

３ 時価のない有価証券 
 

内容 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

満期保有目的の債券  

  非上場の外国債券 4,517 

その他有価証券  

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 8,908 

  優先出資証券 10,000 

  その他 856 

子会社株式及び関連会社株式 38,599 

計 62,881 
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(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年６月30日) 

 金利スワップ取引及び通貨スワップ取引を行なっておりますが、金利スワップ取引については特

例処理、通貨スワップ取引については振当処理を適用しておりますので、注記の対象から除いてお

ります。 

 

当中間連結会計期間末(平成17年６月30日) 

金利スワップ取引及び通貨スワップ取引を行なっておりますが、金利スワップ取引については特

例処理、通貨スワップ取引については振当処理を適用しておりますので、注記の対象から除いてお

ります。 

 

前連結会計年度末(平成16年12月31日) 

金利スワップ取引及び通貨スワップ取引を行なっておりますが、金利スワップ取引については特

例処理、通貨スワップ取引については振当処理を適用しておりますので、注記の対象から除いてお

ります。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成16年１月１日～平成16年６月30日) 

 

 
酒類 

(百万円) 
飲料 

(百万円)
食品・薬品
(百万円)

その他 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

  売上高    

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

482,138 96,124 10,741 59,100 648,105 ― 648,105

 (2) セグメント間の内部
   売上高又は振替高 

23,551 1,603 108 29,802 55,066 (55,066) ―

計 505,690 97,728 10,850 88,902 703,171 (55,066) 648,105

  営業費用 470,409 95,130 11,573 88,155 665,268 (54,884) 610,383

  営業利益又は 
  営業損失(△) 

35,281 2,597 △723 747 37,903 (181) 37,721

 

当中間連結会計期間(平成17年１月１日～平成17年６月30日) 

 

 
酒類 

(百万円) 
飲料 

(百万円)
食品・薬品
(百万円)

その他 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

  売上高    

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

464,821 127,052 11,956 52,775 656,605 ― 656,605

 (2) セグメント間の内部
   売上高又は振替高 

20,377 1,604 838 28,743 51,564 (51,564) ―

計 485,199 128,656 12,795 81,519 708,169 (51,564) 656,605

  営業費用 458,135 125,644 12,554 80,788 677,122 (51,355) 625,767

  営業利益 27,063 3,012 241 730 31,047 (209) 30,838
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前連結会計年度(平成16年１月１日～平成16年12月31日) 

 

 
酒類 

(百万円) 
飲料 

(百万円)
食品・薬品
(百万円)

その他 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

  売上高    

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

1,078,931 217,380 22,162 125,751 1,444,225 ― 1,444,225

 (2) セグメント間の内部
   売上高又は振替高 

49,780 4,366 207 63,300 117,656 (117,656) ―

計 1,128,711 221,747 22,370 189,052 1,561,882 (117,656) 1,444,225

  営業費用 1,037,840 213,633 22,969 186,117 1,460,560 (117,607) 1,342,952

  営業利益又は 
  営業損失(△) 

90,871 8,113 △598 2,935 101,321 (49) 101,272

 

(注) １ 事業区分は、製品の種類、性質により区分しております。 

２ 各事業の主な製品 (1) 酒類…………………ビール、発泡酒、焼酎、ウイスキー他 

              (2) 飲料…………………清涼飲料他 

              (3) 食品・薬品…………食品事業、薬品事業 

              (4) その他………………不動産事業、外食事業、卸事業、物流事業他 

３ 当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の

項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

 

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における本国以外の売上高は、連

結売上高の10％未満のため記載を省略しております。 

 

【海外売上高】 

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における海外売上高は、連結売上

高の10％未満のため記載を省略しております。 
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(１株当たり情報) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

１株当たり純資産額   839円27銭 １株当たり純資産額   897円78銭 １株当たり純資産額     860円66銭

１株当たり中間純利益   31円74銭 １株当たり中間純利益   39円18銭 １株当たり当期純利益   62円52銭

潜在株式調整後１株当 
たり中間純利益      30円78銭 

潜在株式調整後１株当 
たり中間純利益     38円06銭

潜在株式調整後１株当 
たり当期純利益     60円64銭
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（注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

項  目 

前中間連結会計期間 

(自平成16年１月１日 

至平成16年６月30日) 

当中間連結会計期間 

(自平成17年１月１日 

至平成17年６月30日) 

前連結会計年度 

(自平成16年１月１日 

至平成16年12月31日) 

中間連結損益計算書上の中間（当期）純利益 

                （百万円） 

15,462 19,012 30,595

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 15,462 19,012 30,402

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

                （百万円） 

 

 利益処分による役員賞与金 ― ― 193

普通株式の期中平均株式数    （株） 487,246,767 485,251,097 486,249,215

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に用いられた中間（当期）純利益調整額

の主要な内訳          （百万円） 

 

 支払利息（税額相当額控除後） 63 119 126

中間（当期）純利益調整額  （百万円） 63 119 126

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に用いられた普通株式増加数の主要な内

訳                              （株） 

 

 転換社債 17,014,747 17,014,481 17,014,747

 新株予約権 169,556 293,361 172,910

 新株引受権等 20,470 161,193 25,327

普通株式増加数              （株） 17,204,773 17,469,035 17,212,984

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要 

                      (株) 

 

 

 

第77回総会で決議された自

己株式取得方式のストック

オプションの株式数 

344,000

第80回総会で決議された新

株の予約権の行使により発

行すべき株式数 

585,000

なお、新株予約権等の詳細

については、第４ 提出会

社の状況、１ 株式等の状

況、(2) 新株予約権等の状

況に記載のとおりでありま

す。 

 

 

 

第81回総会で決議された新

株の予約権の行使により発

行すべき株式数 

600,000 

 

 

 

 

なお、新株予約権等の詳細

については、第４ 提出会

社の状況、１ 株式等の状

況、(2) 新株予約権等の状

況に記載のとおりでありま

す。 

 

 

 

第77回総会で決議された自

己株取得方式のストックオ

プションの株式数 

344,000

第80回総会で決議された新

株の予約権の行使により発

行すべき株式数 

585,000

なお、新株予約権等の詳細

については、第４ 提出会

社の状況、１ 株式等の状

況、(2) 新株予約権等の状

況に記載のとおりでありま

す。 
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(重要な後発事象) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

――――― 

 

 

１．自己株式の消却 

当社は、平成17年8月5日開催の

取締役会において、商法第212条の

規定に基づく自己株式の消却を決

議し、下記のとおり消却を行いま

した。 

(１）消却の目的 

株主重視の経営を進め、発行済株

式総数減少により株主価値の向上

を図る 

(２)消却した株式の種類 

普通株式 

(３）消却した株式の数 

20,000,000株 

(４）消却総額 

17,571百万円 

(５）消却原資 

資本剰余金 

(６）消却の時期 

平成17年８月19日 

(７）消却後発行済株式総数 

493,585,862株 

２．自己株式の取得 

 当社は、平成17年８月29日開催の

取締役会において、商法第211条の

３第１項第２号の規定に基づく自己

株式の取得を決議し、下記のとおり

取得を行いました。 

(１)取得の目的 

 経営環境の変化に対応した機動的

な資本政策を遂行するため 

(２)取得した株式の種類 

 普通株式 

(３)取得した株式の数 

 7,165,800株 

(４)取得総額 

 9,994百万円 

(５)取得方法 

 市場買付 

(６)取得期間 

平成17年９月１日から平成17年９

月26日まで 

――――― 
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(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 

  
前中間会計期間末 

(平成16年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成16年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

   現金及び預金   4,197 2,652  4,886

   受取手形 ※１  6,113 5,486  6,937

   売掛金   188,934 182,960  220,878

   棚卸資産   41,882 42,865  33,910

   関係会社短期貸付金   56,258 43,421  45,361

   その他   22,797 30,977  38,707

   貸倒引当金   △10,409 △8,727  △11,994

   流動資産合計   309,776 29.3 299,637 30.1  338,687 32.6

Ⅱ 固定資産    

   有形固定資産 ※２   

    建物   151,625 142,751  146,440

    機械及び装置   165,452 161,566  163,174

    工具器具備品   49,024 47,263  48,041

    土地   132,521 130,001  129,947

    建設仮勘定   4,002 4,405  3,335

    その他   23,870 22,464  23,083

   有形固定資産合計   526,496 49.8 508,452 51.0  514,023 49.5

   無形固定資産   12,318 1.1 8,957 0.9  12,656 1.2

   投資その他の資産    

    投資有価証券   55,466 55,739  50,869

    関係会社株式   75,026 72,923  66,437

    その他   93,215 62,799  66,418

    貸倒引当金   △14,333 △11,584  △10,774

    投資その他の 
    資産合計 

  209,374 19.8 179,877 18.0  172,951 16.7

   固定資産合計   748,189 70.7 697,288 69.9  699,631 67.4

   資産合計   1,057,965 100.0 996,925 100.0  1,038,319 100.0
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前中間会計期間末 

(平成16年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成16年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

   支払手形 ※１  234 110  229

   買掛金   42,323 48,979  49,162

   短期借入金   43,000 36,000  22,018

   １年以内償還 
   予定の社債 

  59,997 20,000  49,997

   未払酒税   135,969 134,954  138,199

   預り金   77,290 59,811  75,637

   コマーシャル 
   ペーパー 

  ― 1,000  ―

   賞与引当金   1,223 1,182  1,398

   その他   71,810 67,487  86,525

   流動負債合計   431,850 40.8 369,525 37.1  423,167 40.8

Ⅱ 固定負債    

   社債   140,000 120,000  120,000

   長期借入金   45,500 46,500  46,500

   長期預り金   33,028 33,992  32,974

   退職給付引当金   12,022 10,644  11,565

   役員退職慰労引当金   308 369  346

   固定負債合計   230,858 21.8 211,506 21.2  211,387 20.3

   負債合計   662,708 62.6 581,031 58.3  634,555 61.1

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   182,531 17.3 182,531 18.3  182,531 17.6

Ⅱ 資本剰余金    

   資本準備金   130,292 130,292  130,292

   その他資本剰余金   59,999 60,000  59,999

   資本剰余金合計   190,291 18.0 190,292 19.1  190,291 18.3

Ⅲ 利益剰余金    

   任意積立金   22,606 42,402  22,606

   中間(当期) 
未処分利益 

  19,716 19,506  28,711

   利益剰余金合計   42,323 4.0 61,908 6.2  51,318 4.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  4,974 0.5 6,044 0.6  4,507 0.4

Ⅴ 自己株式   △24,863 △2.4 △24,883 △2.5  △24,885 △2.3

   資本合計   395,257 37.4 415,893 41.7  403,763 38.9

   負債資本合計   1,057,965 100.0 996,925 100.0  1,038,319 100.0
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② 【中間損益計算書】 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前会計年度 
要約連結損益計算書 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   501,967 100.0 479,432 100.0  1,116,360 100.0

Ⅱ 売上原価   362,653 72.2 344,396 71.8  803,486 72.0

売上総利益   139,313 27.8 135,035 28.2  312,873 28.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費   104,132 20.8 108,507 22.6  221,140 19.8

営業利益   35,180 7.0 26,527 5.6  91,733 8.2

Ⅳ 営業外収益    

受取利息  325 306 649 

受取配当金  1,079 1,113 1,194 

その他  373 1,778 0.4 615 2,034 0.4 905 2,749 0.2

Ⅴ 営業外費用    

支払利息  1,455 1,157 2,806 

その他  1,351 2,806 0.6 1,181 2,339 0.5 3,017 5,823 0.5

経常利益   34,152 6.8 26,223 5.5  88,659 7.9

Ⅵ 特別利益    

固定資産売却益 ※１ 0 1 300 

投資有価証券 
売却益 

 1 66 213 

関係会社株式 
売却益 

 8 297 8 

貸倒引当金戻入益  1,816 1,828 0.3 2,386 2,752 0.6 ― 522 0.0

Ⅶ 特別損失    

固定資産売却 
除却損 

※２ 1,202 3,654 7,322 

投資有価証券 
売却損 

 0 ― 123 

投資有価証券 
評価損 

 162 228 167 

関係会社株式 
売却損 

 ― ― 121 

関係会社株式 
評価損 

 1,277 317 5,033 

関係会社整理損失  ― 2,642 0.5 ― 4,201 0.9 24,668 37,435 3.3

税引前中間 
(当期)純利益 

  33,338 6.6 24,773 5.2  51,746 4.6

法人税、住民税 
及び事業税 

※３ 17,776 10,452 30,199 

法人税等調整額  ― 17,776 3.5 ― 10,452 2.2 △6,648 23,550 2.1

中間(当期) 
純利益 

  15,562 3.1 14,321 3.0  28,196 2.5

    前期繰越利益   4,154 5,185  4,154

    中間配当額   ― ―  3,639

    中間(当期) 
    未処分利益 

  19,716 19,506  28,711
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

１ 資産の評価基準及び評

価方法 

   

 (1) 有価証券 

① 子会社株式及び関

連会社株式 

 

移動平均法に基づく原価法 

 

同左 

 

同左 

② その他有価証券 時価のあるもの 

中間決算日前一ヶ月の市場価

格等の平均価格に基づく時価

法 

(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

時価のあるもの 

同左 

時価のあるもの 

 期末決算日前１ヶ月の市場価

格等の平均価格に基づく時価

法 

 (評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

 時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2) 棚卸資産 

  ① 商品、製品、半製品 

 

総平均法に基づく原価法 

 

同左 

 

同左 

  ② 原材料 移動平均法に基づく原価法 同左 同左 

  ③ 販売用不動産 個別法に基づく原価法 ――――― ――――― 

  ④ 貯蔵品 移動平均法に基づく原価法 同左 同左 

２ 固定資産の減価償却の

方法 

 (1) 有形固定資産 

   

① 生産設備 

 

定額法 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

同左 

 

同左 

② 物流設備ほか(平

成10年４月１日以降

取得の建物。ただし

建物附属設備は除

く。) 

定額法 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

同左 同左 

③ 上記以外の物流設

備ほか 

定率法 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

同左 同左 

 (2) 無形固定資産 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。 

 また、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権につきまして

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につきまして

は、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

 

同左 

 

同左 

 (2) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

 数理計算上の差異は、発生時

の翌会計期間から従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分

した額を費用処理しておりま

す。 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

 数理計算上の差異は、発生時

の翌会計期間から従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分

した額を費用処理しておりま

す。 

（追加情報） 

当社は、従来、確定給付型の制

度として適格退職年金制度及び

退職一時金制度を採用しており

ましたが、平成17年７月に、適

格退職年金制度を確定給付企業

年金法に基づく確定給付企業年

金制度に移行するとともに、確

定拠出企業年金法に基づく確定

拠出企業年金制度を新たに導入

しました。 

 この変更に伴い、制度が改訂

された当中間会計期間末におい

て、退職給付債務が3,958百万円

減少し、同額の過去勤務債務が

発生しました（「退職給付制度

間の移行等に関する会計処理」

(企業会計基準適用指針第１

号))。過去勤務債務について

は、当事業年度下期以降、従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法

により按分した額を費用処理し

ます。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当会計期間末において発生

していると認められる額を計上

しております。 

 数理計算上の差異は、発生時

の翌会計期間から従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法によって処

理しております。 

(3)賞与引当金  従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込み額のうち、当

中間会計期間に対応する見積額

を計上しております。 

同左  従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込み額のうち、当

会計期間に対応する見積額を計

上しております。 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

 (4)役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当中間

会計期間末要支給額を計上して

おります。 

同左 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当会計

期間末要支給額を計上しており

ます。 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための重

要な事項 

   

  消費税等の処理  消費税等は税抜方式によって

おります。なお、仮払消費税等

及び仮受消費税等は相殺のうえ

流動負債「その他」に含めて表

示しております。ただし、資産

に係る控除対象外消費税等は、

発生事業年度の期間費用として

おります。 

同左  消費税等は税抜方式によって

おります。なお、資産に係る控

除対象外消費税等については、

全額費用として処理しておりま

す。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

前事業年度末 
(平成16年12月31日) 

※１ 期末日満期手形の処

理 

――――― ―――――  期末日満期手形の会計処理は、

手形交換日をもって処理しており

ます。従って当期末日は金融機関

の休業日のため、次のとおり期末

日満期手形が期末残高に含まれて

おります。 

 受取手形    53百万円 

 支払手形     8百万円 

※２ 有形固定資産 

  減価償却累計額 386,850百万円 413,448百万円 399,061百万円

 ３ 偶発債務 (1) 銀行借入等に対する保証債

務等 

 ① 保証債務 

被保証者 
保証金額 
(百万円) 

ASAHI BREWERIES 
ITOCHU  
(HOLDINGS) LTD. 

(注)１ 

2,809
(US.$25,913千)

北京啤酒朝日有
限公司 

(注)１ 

2,641
(US.$24,360千)

㈱エイ・アイ・
ビバレッジホー
ルディング 

(注)１ 

20,984

深圳青島啤酒朝
日有限公司 

(注)１ 

469
(RMB.16,000千)
(US.$2,400千)

㈱細野西蔵 
(注)１ 

1,100

従業員  (注)１ 449

その他10件 
(注)２ 

1,574
(₤1,654千

含む)

合計 

30,029
(₤1,654千)

(RMB.16,000千)
(US.$52,673千)

(注) １ 銀行借入 

   ２ 銀行借入等 

(1) 銀行借入等に対する保証債

務等 

 ① 保証債務 

被保証者 
保証金額 
(百万円) 

㈱エイ・アイ・
ビバレッジホー
ルディング 

(注)１

21,284

ASAHI BREWERIES 
ITOCHU  
(HOLDINGS) LTD.

(注)１

2,853

北京啤酒朝日有
限公司 

(注)１
2,694

康師傅飲品控股
有限公司 

(注)１
2,103

従業員  (注)１ 382

その他10件 
(注)２

1,417

合計 30,737

(注) １ 銀行借入 

   ２ 銀行借入等 

(1) 銀行借入等に対する保証債務

等 

 ① 保証債務 

被保証者 
保証金額 
(百万円) 

㈱エイ・アイ・
ビバレッジホー
ルディング 

(注)１ 

21,128

ASAHI BREWERIES 
ITOCHU  
(HOLDINGS) LTD. 

(注)１ 

2,694
(US.$25,853千)

北京啤酒朝日有
限公司 

(注)１ 

2,538
(US.$24,360千)

従業員  (注)１ 449

その他10件 
(注)２ 

1,511
(RMB.13,000千)
(US.$1,800千)

合計 
28,321

(RMB.13,000千)
(US.$52,013千)

(注) １ 銀行借入 

   ２ 銀行借入等 

  ② 保証予約 

被保証者 
保証金額 
(百万円) 

アサヒフードア
ンドヘルスケア
㈱     (注) 

120

合計 120

(注) 銀行借入 

 ② 保証予約 

被保証者 
保証金額 
(百万円) 

アサヒフードア
ンドヘルスケア
㈱     (注)

80

合計 80

(注) 銀行借入 

 ② 保証予約 

被保証者 
保証金額 
(百万円) 

アサヒフードア
ンドヘルスケア
㈱     (注) 

100

合計 100

(注) 銀行借入 
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項目 
前中間会計期間末 
(平成16年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

前事業年度末 
(平成16年12月31日) 

  ③ 経営指導念書等 

被保証者 
保証金額 
(百万円) 

アサヒビール不
動産㈱ (注)１ 

4,375

その他１件 
(注)２ 

0

合計 4,375

(注) １ 銀行借入 

   ２ 買掛金 

 

 ③ 経営指導念書等 

被保証者 
保証金額 
(百万円) 

アサヒビール不
動産㈱ (注)１

3,875

その他１件 
(注)２

30

合計 3,905

(注) １ 銀行借入 

   ２ 買掛金 

 

 ③ 経営指導念書等 

被保証者 
保証金額 
(百万円) 

アサヒビール不
動産㈱ (注)１ 

4,125

その他１件 
(注)２ 

0

合計 4,125

(注) １ 銀行借入 

   ２ 買掛金 

 

 (2) デリバティブ取引に対する

保証債務等 

① 保証債務 

該当はありません。 

 

 

 

 

 

 

 ② 経営指導念書等 

被保証者 
契約額等
(百万円)

評価損益
(百万円)

ASAHI BEER 
INTERNATIONAL 
FINANCE B.V. 

(注) 

3,000 △463

合計 3,000 △463

(注) 金利・通貨スワップ等 

    

(2) デリバティブ取引に対する

保証債務等 

 ① 保証債務 

被保証者 
契約額等
(百万円)

評価損益
(百万円)

㈱エイ・アイ
・ビバレッジ
ホールディン
グ 

(注)

6,000 △76

合計 6,000 △76

（注）金利スワップ 

 ② 経営指導念書等 

被保証者 
契約額等
(百万円)

評価損益
(百万円)

ASAHI BEER 
INTERNATIONAL
FINANCE B.V.

(注)

3,000 △394

合計 3,000 △394

(注) 金利・通貨スワップ等 

    

(2) デリバティブ取引に対する

保証債務等 

①保証債務 

被保証者 
契約額等
(百万円)

評価損益
(百万円)

㈱エイ・アイ 
・ビバレッジ 
ホールディン 
グ 

(注) 

2,000 △30

合計 2,000 △30

（注）金利スワップ 

② 経営指導念書等 

被保証者 
契約額等
(百万円)

評価損益
(百万円)

ASAHI BEER 
INTERNATIONAL 
FINANCE B.V. 

(注) 

3,000 △596

合計 3,000 △596

(注)  金利・通貨スワップ等 

  上記デリバティブ取引は、連

結子会社の借入金等に関する金

利変動リスク等を回避する目的

のものであります。 

 上記デリバティブ取引は、連

結子会社の借入金等に関する金

利変動リスク等を回避する目的

のものであります。 

 上記デリバティブ取引は、連

結子会社の借入金等に関する金

利変動リスク等を回避する目的

のものであります。 

 



ファイル名:110_a_0019100501709.doc 更新日時:2005/09/26 23:44 印刷日時:05/09/29 10:49 

― 61 ― 

(中間損益計算書関係) 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

※１ 固定資産売却益の主要項目 ――――― 機械装置等売却益 

         1百万円 

土地等売却益 

        300百万円 

※２ 固定資産売却除却損の主要項

目 機械装置除却損 

        720百万円 

建物除却損 

        232百万円 

機械装置除却損 

999 

その他の除却損 

              163 

土地等売却損 

2,259 

建物除却損 

806百万円 

機械装置除却損 

1,898 

その他の除却損 

720 

土地等売却損 

3,896 

※３ 税効果会計  税効果会計の適用に当たり

「簡便法」を採用しておりま

すので、法人税等調整額を含 

めた金額で、一括掲記してお

ります。 

同左 ――――― 

 ４ 減価償却実施額 

     有形固定資産 

     無形固定資産 

18,464百万円 

1,473 

            17,897百万円 

             1,642 

36,756百万円 

3,274 
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(リース取引関係) 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

１  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 
 機械及び

装置 
(百万円) 

 工具・器
具・備品 
(百万円) 

 
その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額 

 
25,483 

 
30,624 

 
101 56,208

減価償却
累計額 
相当額 

 
17,737 

 
14,871 

 
52 32,660

中間期末
残高 
相当額 

 
7,746 

 
15,753 

 
48 23,547

 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 
機械及び
装置

(百万円)

工具・器
具・備品
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

340 31,913 79 32,333

減価償却
累計額
相当額

135 16,021 47 16,203

中間期末
残高 
相当額

205 15,892 32 16,130

 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 
 機械及び

装置 
(百万円) 

 工具・器
具・備品 
(百万円) 

 
その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額 

 
8,073 

 
31,300 

 
93 39,467

減価償却
累計額 
相当額 

 
3,377 

 
15,156 

 
54 18,587

期末残高 
相当額 

 
4,696 

 
16,144 

 
39 20,879

 

 ２ 未経過リース料中間期末残

高相当額 

１年内 11,600百万円

１年超 11,748百万円

合計 23,349百万円

３ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

  支払リース料 

4,800百万円

  減価償却費相当額 

3,610百万円

  支払利息相当額 

458百万円

２ 未経過リース料中間期末残

高相当額 

１年内 5,218百万円

１年超 11,462百万円

合計 16,680百万円

３ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

  支払リース料 

3,262百万円

  減価償却費相当額 

2,880百万円

  支払利息相当額 

349百万円

２ 未経過リース料期末残高相

当額 

１年内 9,478百万円

１年超 11,981百万円

合計 21,459百万円

３ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

  支払リース料 

9,323百万円

  減価償却費相当額 

7,601百万円

  支払利息相当額 

840百万円

 ４ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方

法は、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 ・利息相当額の算定方法は、

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リ

ース取引 
未経過リース料 

１年内 3百万円

１年超 3百万円

合計 6百万円
  

未経過リース料 

１年内 7百万円

１年超 18百万円

合計 25百万円
  

未経過リース料 

１年内 7百万円

１年超 16百万円

合計 23百万円
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(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年６月30日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 

区分 
中間貸借対照表計上額

(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

子会社株式 7,104 26,156 19,051

 

当中間会計期間末(平成17年６月30日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 

区分 
中間貸借対照表計上額

(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

子会社株式 7,104 33,543 26,438

 

前事業年度末(平成16年12月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 

区分 
貸借対照表計上額 

(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

子会社株式 7,104 24,056 16,951
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(１株当たり情報) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

１株当たり純資産額   814円51銭 １株当たり純資産額    857円05銭 １株当たり純資産額     831円88銭

１株当たり中間純利益    31円94銭 １株当たり中間純利益    29円51銭 １株当たり当期純利益    57円80銭

潜在株式調整後１株当 
たり中間純利益      30円97銭 

潜在株式調整後１株当 
たり中間純利益      28円73銭

潜在株式調整後１株当 
たり当期純利益      56円08銭

 



ファイル名:110_c_0019100501709.doc 更新日時:2005/09/26 23:44 印刷日時:05/09/29 10:49 

― 65 ― 

（注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

項  目 

前中間会計期間 

(自平成16年１月１日 

至平成16年６月30日) 

当中間会計期間 

(自平成17年１月１日 

至平成17年６月30日) 

前事業年度 

(自平成16年１月１日 

至平成16年12月31日) 

中間損益計算書上の中間（当期）純利益 

（百万円） 

15,562 14,321 28,196

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 15,562 14,321 28,104

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

    （百万円） 

 利益処分による役員賞与金 ―

 

 

― 91

普通株式の期中平均株式数    （株） 487,246,767 485,251,097 486,249,215

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に用いられた中間（当期）純利益調整額

の主要な内訳          （百万円） 

 

 支払利息（税額相当額控除後） 63 119 126

中間（当期）純利益調整額  （百万円） 63 119 126

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に用いられた普通株式増加数の主要な内

訳                              （株） 

 

 転換社債 17,014,747 17,014,481 17,014,747

  新株予約権 169,556 293,361 172,910

 新株引受権等 20,470 161,193 25,327

普通株式増加数              （株） 17,204,773 17,469,035 17,212,984

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要 

                 (株) 第77回総会で決議された

自己株式取得方式のスト

ックオプションの株式数 

344,000

第80回総会で決議された

新株の予約権の行使によ

り発行すべき株式数 

585,000

なお、新株予約権等の詳

細については、第４ 提

出会社の状況、１ 株式

等の状況、(2) 新株予約

権等の状況に記載のとお

りであります。 

 

 

 

第81回総会で決議された

新株の予約権の行使によ

り発行すべき株式数 

600,000 

 

 

 

 

なお、新株予約権等の詳

細については、第４ 提

出会社の状況、１ 株式

等の状況、(2) 新株予約

権等の状況に記載のとお

りであります。 

第77回総会で決議された

自己株式取得方式のスト

ックオプションの株式数 

344,000

第80回総会で決議された

新株の予約権の行使によ

り発行すべき株式数 

585,000

なお、新株予約権等の詳

細については、第４ 提

出会社の状況、１ 株式

等の状況、(2) 新株予約

権等の状況に記載のとお

りであります。 
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(重要な後発事象) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

――――― 

 

 

１．自己株式の消却 

当社は、平成17年８月５日開催の

取締役会において、商法第212条の

規定に基づく自己株式の消却を決議

し、下記のとおり消却を行いまし

た。 

(１)消却の目的 

 株主重視の経営を進め、発行済株

式総数減少により株主価値の向上を

図る 

(２)消却した株式の種類 

 普通株式 

(３)消却した株式の数 

 20,000,000株 

(４)消却総額 

 17,571百万円 

(５)消却原資 

 その他資本剰余金 

（６）消却の時期 

  平成17年８月19日 

(７)消却後発行済株式総数 

 493,585,862株 

２．自己株式の取得 

 当社は、平成17年８月29日開催の

取締役会において、商法第211条の

３第１項第２号の規定に基づく自己

株式の取得を決議し、下記のとおり

取得を行いました。 

(１)取得の目的 

 経営環境の変化に対応した機動的

な資本政策を遂行するため 

(２)取得した株式の種類 

 普通株式 

(３)取得した株式の数 

 7,165,800株 

(４)取得総額 

 9,994百万円 

(５)取得方法 

 市場買付 

(６)取得期間 

 平成17年９月１日から平成17年９

月26日まで 

――――― 
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(2) 【その他】 

１. 中間配当についての取締役会の決議 

① 中間配当決議年月日 平成17年８月５日

② 中間配当金の総額 3,639,462,353円

③ １株当たり中間配当金 ７円50銭
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第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

(1) 
半期報告書の訂正報
告書 

(第80期中) 
自 平成15年１月１日
至 平成15年６月30日

 
平成17年３月９日 
関東財務局長に提出。 

(2) 
有価証券報告書の訂
正報告書 

事業年度 
(第80期) 

自 平成15年１月１日
至 平成15年12月31日

 
平成17年３月９日 
関東財務局長に提出。 

(3) 
半期報告書の訂正報
告書 

(第81期中) 
自 平成16年１月１日
至 平成16年６月30日

 
平成17年３月９日 
関東財務局長に提出。 

(4) 訂正発行登録書    
平成17年３月９日 
関東財務局長に提出。 

(5) 臨時報告書    
平成17年３月31日 
関東財務局長に提出。 

 
 
 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２に基づく臨時報告書であ
ります。 

(6) 訂正発行登録書    
平成17年３月31日 
関東財務局長に提出。 

(7) 
有価証券報告書及び
その添付書類 

事業年度 
(第81期) 

自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日

 
平成17年３月31日 
関東財務局長に提出。 

(8) 
自己株券買付状況報
告書 

   
平成17年９月２日 
関東財務局長に提出。 

(9) 訂正発行登録書    
平成17年９月28日 
関東財務局長に提出。 

 

 



ファイル名:120_0019100501709.doc 更新日時:2005/09/26 23:44 印刷日時:05/09/29 10:48 

― 69 ― 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 
 

 

平成16年９月22日 

アサヒビール株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  西  村  勝  秀  ㊞ 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  三  和  彦  幸  ㊞ 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  文  倉  辰  永  ㊞ 

 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら
れているアサヒビール株式会社の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの連結会計年度の中間連
結会計期間（平成16年１月１日から平成16年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間
連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書
について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独
立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当
監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判
断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査
は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査
法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断
している。 
 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財
務諸表の作成基準に準拠して、アサヒビール株式会社及び連結子会社の平成16年６月30日現在の財政状
態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成16年１月１日から平成16年６月30日まで）の経
営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以 上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 
 

 

平成17年９月27日 

アサヒビール株式会社 

取締役会 御中 

あ ず さ 監 査 法 人 

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  三  和  彦  幸  ㊞ 

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  文  倉  辰  永  ㊞ 

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  長  﨑  康  行  ㊞ 

 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら
れているアサヒビール株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の中間連
結会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間
連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書
について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独
立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当
監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判
断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査
は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査
法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断
している。 
 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財
務諸表の作成基準に準拠して、アサヒビール株式会社及び連結子会社の平成17年６月30日現在の財政状
態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）の経
営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 
 

以 上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 
 

 

平成16年９月22日 

アサヒビール株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  西  村  勝  秀  ㊞ 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  三  和  彦  幸  ㊞ 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  文  倉  辰  永  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら
れているアサヒビール株式会社の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの第81期事業年度の中間
会計期間（平成16年１月１日から平成16年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対
照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当
監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当
監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な
うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的
手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、
中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の
作成基準に準拠して、アサヒビール株式会社の平成16年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了
する中間会計期間（平成16年１月１日から平成16年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表
示しているものと認める。 
 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以 上 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 
 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 
 

 

平成17年９月27日 

アサヒビール株式会社 

取締役会 御中 

あ ず さ 監 査 法 人 

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  三  和  彦  幸  ㊞ 

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  文  倉  辰  永  ㊞ 

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  長  﨑  康  行  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら
れているアサヒビール株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第82期事業年度の中間
会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対
照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当
監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当
監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な
うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的
手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、
中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の
作成基準に準拠して、アサヒビール株式会社の平成17年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了
する中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表
示しているものと認める。 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 
 

以 上 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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